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平成３０年度第９回庁議 会議録 

 

［日 時］平成３１年２月８日（金）９時～９時５０分 

 

［場 所］庁舎応接会議室 

 

［出席者］市長、副市長、参与及び各部局長 

     教育委員会事務局総括次長 選挙管理員会事務局次長  代理出席 

 

［会次第］ 

 １ 市長あいさつ 

 ２ 議題 

（１）市議会定例会提出議案について           （関係部局） 

会派説明報告について （企画部、総務部、市民部、環境部、経済部） 

（２）市税の歳入見込みについて            （総務部） 

 ３ 協議事項 

（１）新居浜市庁議規程について            （企画部） 

４ 連絡事項 

（１）平成３１年度施政方針（案）について            （企画部） 

 

１ 市長あいさつ 

おはようございます。 

本日の庁議の議題にもあるように、市議会定例会は２月１９日開会予定である。 

会派説明については、４日・５日の２日間開催され、そこでも質疑応答があったと

思うが、市議会に向けて、各部局、質問が予想される項目については事前に準備する

など、遺漏のない対応をお願いする。 

 

 

２ 議題 

（１）市議会定例会提出議案について         （関係部局） 

会派説明報告について （企画部、総務部、市民部、環境部、経済部） 

市長 

 

それでは、議事に入る。 

「市議会定例会提出議案について」、議案に沿って、建設部、
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建設部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済部長 

 

 

経済部、総務部、教育委員会事務局、福祉部、消防本部、企画部、

水道局、環境部の順で、説明をお願いする。 

なお、来週火曜日の「部課長会」での説明と重複するので、簡

潔に、要点のみを説明するようお願いしたい。 

また、会派説明を行った部局については、議案の説明後、会派

説明報告もお願いする。 

なお、市民部については、環境部の説明が終わった後、会派説

明報告をお願いする。 

 

建設部からは、報告１件、一般議案１件、条例議案２件の４件

について説明する。まず、報告第1号「専決処分の報告」につい

ては、市営住宅家賃等滞納者に対する市営住宅明渡等請求の訴え

の提起である。２０件の家賃等滞納、不法占拠等のうち、話し合

い等できた１８件を除いた２件、３名に対し、明け渡しの請求を

するものである。 

次に、一般議案、議案第２号「市道路線の認定」についてであ

る。今回、市道に認定する路線は１２路線で、全て開発道路で寄

付を受けたものであり、これにより、路線数は１，１０７路線、

５２５ｋｍとなる。 

次に、条例議案、議案第８号「新居浜市建築関係手数料条例の

一部を改正する条例の制定」についてである。本改正は、建築物

の一時的な用途の変更の許可等に係る手数料を徴収するため、及

び「建築基準法」の一部改正に伴い、引用法令条項のずれが生じ

たこと等による所要の条文整備を行うための条例の一部改正で

ある。内容としては、特別許可について、建築審査会の同意を不

要とするもの２件、制限を緩和する目的での許可の変更が３件、

主には東京オリンピックに向けた法の改正である。 

最後に、議案第９号「新居浜市市営住宅条例の一部を改正する

条例の制定」についてである。本議案の目的は、単身者住宅を増

やすという事で、単身者住宅の面積緩和を行うものである。これ

により、単身者用住宅が、建て替え予定の東田住宅を除いて、現

在７％であるが、２３％となる。 

 

経済部からは、一般議案２件について説明する。 

まず、議案書の４ページから７ページ、議案第１号「公有水面

の埋立て」について説明する。７ページの埋立位置図に示すよ
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総務部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うに、新居浜港務局が新居浜港内港地区に化学工業用地造成

のため、公有水面約１万平方メートルの埋立てに当たり、新

居浜港港湾管理者から意見を求められたので、異議ない旨の

意見を述べることについて議会の議決を求めるものである。 

次に、議案書の２２ページから２４ページ、議案第３号「市

有財産の売却」については、観音原地区の内陸型工業用地（第

２工区）約１万５千６百平方メートルの用地を、「有限会社Ｓ

ＰＣ」に約４億５千万円で売却するため、議会の議決を求め

るものである。 

次に、会派説明の結果について報告する。 

経済部からは、「別子山地区森林整備事業」について説明を

行った。主な質疑の項目は、事業収支は赤字となっており、一般

企業ではこのような事業は認められないが、どのように考えてい

るのか。別子木材センターの人材は、どのように確保するのか。

作業道の開設は、最終的にはどの程度の期間を考えているのか。

林政アドバイザーとは、どういうものなのか。別子山地域の活性

化に繋がる重要な事業と理解するが、なぜこの時期から取り組む

のか。間伐材はどのようにして有効活用を考えているのか。 

などの質疑があった。 

また、森林整備には林道が必要であるので、この事業を実施し

てほしいとの要望もあった。 

 

総務部からは、一般議案１件、条例議案３件及び追加提出予定

の人事議案２件について説明する。 

まず、議案書の２５ページから３２ページ、議案第４号「工事

委託協定」については、老朽化による施設の更新が必要となった、

し尿処理施設を廃止し、市内のし尿、浄化槽汚泥をすべて下水処

理場で処理するため、下水処理場内に建設する汚泥共同処理施設

建設工事について、委託金額１５億円で日本下水道事業団と工事

委託協定を締結しようとするものである。 

次に、議案書の３３ページから３５ページ、議案第５号「新居

浜市史編さん審議会条例の制定」については、本年から着手して

いる新居浜市史の編さんを進めるにあたり、市史編さん審議会を

設置し、市史編さんの基本方針や刊行計画等を調査・審議する体

制を整備しようとするものである。 

なお、この条例は平成３１年4月 1日から施行したいと考えて
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いる。 

次に、議案書の３６ページ、議案第６号「新居浜市職員の勤務

時間及びその他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例

の制定」については、一般職の国家公務員等に準じて、正規の勤

務時間以外の勤務時間の上限の設定等を行うため、時間外勤務命

令を行うことができる上限を規則で定めるための委任規定を定

めようとするものである。規則で定める時間外勤務の上限につい

ては、国に準じて、他律的業務や大規模災害対応を除き、原則１

か月で４５時間、１年で３６０時間としたいと考えている。なお、

この条例は平成３１年４月1日から施行したいと考えている。 

次に、議案書の３７ページ・３８ページ、議案第７号「新居浜

市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定」につ

いては、一般職の職員、技能労務職員及び企業職員について、そ

の所有に係る住宅に居住している職員で世帯主であるものに支

給する住居手当、月額３，５００円のいわゆる持ち家手当を廃止

しようとするものである。なお、この条例は平成３１年４月1日

から施行したいと考えている。 

次に追加提出予定の人事議案であるが、「新居浜市教育委員会

の教育長の任命」については、新居浜市教育委員会の教育長の任

期満了に伴い、新たに教育長の選任を必要とするため、議会の同

意を求めるものである。 

「人権擁護委員の候補者の推薦」については、人権擁護委員 久

保 弥生 氏及び、上田 英二 氏の任期満了に伴い、新たに人権擁

護委員の候補者の推薦を必要とするため、議会の意見を求めるも

のである。 

次に、会派説明の結果について報告する。 

総務部からは、「新居浜市の未収債権の滞納整理について」と

して、未収債権の状況と未収債権のうち債権放棄を予定している

案件について説明した。 

これに対して、水道料金債権の中には、昨年度の放棄事案とし

て処理してもおかしくないものもあるが、１００万円くらいで収

まるように、意図的に小出しにしているのではないか。また、住

宅新築資金の償還は、滞納がなければ、平成３２年度で終了する

はずだが、３２年度以降も放棄事案は出てくるのか。 

などの質問があった。 
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消防長 

 

 

 

 

 

 

教育委員会事務局からは条例議案２件について説明する。 

まず、議案書の４３ページ、議案第１０号「新居浜市重量挙練

習場設置及び管理条例の一部を改正する条例の制定」についてで

ある。本案は、重量挙練習場の市民体育館敷地内への移転に伴い、

位置変更を行うものである。なお、新しい練習場の完成は平成３

１年５月末を予定しているため、本条例は、平成３１年６月１日

から施行し、その他の字句修正については、公布の日から施行し

たいと考えている。 

次に、議案書の４５ページ、議案第１１号「新居浜市体育館設

置及び管理条例の一部を改正する条例の制定」については、多喜

浜体育館におけるフットサルの器具使用料を定めるもので、バス

ケット、バレーボール、バドミントン用具などと同様に、1 組、

午前、午後、夜間各１回につき、入場料等を徴収しない場合は１

００円、入場料等を徴収する場合は２００円にしようとするもの

である。なお、本条例は、フットサル競技に施設を開放する、平

成３１年４月１日から施行し、その他の字句修正については、公

布の日から施行したいと考えている。 

 

 

福祉部からは、条例議案１件について説明する。 

議案書の４７ページ、議案第１２号「新居浜市医師確保奨学金

貸付条例の一部を改正する条例の制定」については、指定医療機

関において将来医師としてその業務に従事しようとする者につ

いて、修学及び入学に要する資金の貸付対象者の要件のうち、市

内に所在する高等学校を卒業していることとする規定を削除す

ることにより貸付要件を緩和するための条例の一部改正するも

のである。なお、この条例は平成３１年４月１日から施行したい

と考えている。 

 

消防本部からは、条例議案１件について説明する。 

議案書の４８ページ・４９ページ、議案第１３号「新居浜市火

災予防条例の一部を改正する条例」の制定については、近年、多

数の死傷者が発生したホテル、社会福祉施設、病院等の火災事案

を踏まえ、消防用設備等に重大な法令違反のある防火対象物につ

いて、その法令違反の内容を本市ホームページに掲載し利用者等

へ公表することにより、利用者等の防火安全に対する認識を高め
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て火災被害の軽減を図るとともに、防火対象物の関係者による防

火管理業務の適正化及び消防用設備等の適正な設置促進を図る

ことが目的である。 

改正の内容としては、第４７条の次に第４７条の２を加え防火

対象物の消防用設備等の状況が法令等に違反する場合は、その旨

を公表することができることとし、公表しようとするときは、防

火対象物の関係者にその旨を通知することを定めようとするも

のである。 

また、公表の対象となる防火対象物及び違反の内容並びに公表

の手続きは、同条例施行規則にて定めようとするものである。 

なお、この条例は、平成３２年４月１日から施行したいと考え

ている。 

 

企画部からは、予算議案１２件及び追加提出予定の予算議案２

件について説明する。 

まず、議案第１４号から議案第２１号までの８件については、

平成３１年度当初予算である。 

平成３１年度当初予算のポイントとしては、１点目が防災・減

災対策の強化・充実、２点目が新居浜市総合戦略の完遂、３点目

が「えひめさんさん物語」の成功、４点目が小中学校教育力の向

上である。 

平成３１年度当初の予算規模は、一般会計が、４９２億５,９

０９万６千円で、対前年度比は、４億７,４１６万円、１.０％の

増となっている。また、特別会計は、２８６億２５９万３千円で、

５５億３７４万８千円、１６.１％の減となっている。 

引き続き、会派説明の結果を報告する。 

フィールド１、快適交流では、上部東西線改良事業について、

街路事業と地方道事業の違いはなにか。本郷西筋線改良事業は、

どのような内容か。滝の宮公園リニューアル事業について、実施

個所はどこか。湧水空間整備事業について、新規事業として打ち

出した理由はなにか。 

フィールド２、環境調和では、ストックマネジメント計画策定

事業について、計画策定の目的は何か。新エネ設備導入支援事業

において、新しくＺＥＨを補助対象に加えたのはどういう経緯な

のか。使えなくなった太陽光発電システム等の処分が問題となっ

ているが、処理費用に対する補助等は考えていないのか。 
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フィールド３、経済活力では、プロフェッショナル人材確保支

援事業費について、見込人数は何人か。専門人材とはどんな人か。

創造型研究開発支援事業費は、どのような事業だと理解すればよ

いか。今までの中小企業に対する補助金との違いは何か。機械加

工人材育成プログラム策定費について、市が策定を行う理由は何

か。さくらひめ生産拡大支援事業費について、具体的には誰がや

るのか。 

フィールド４、健康福祉では、受験生予防接種助成費について、

対象は受験生のみか。就職した方は対象外か。接種の時期はいつ

頃を想定しているか。 

フィールド５、教育文化では、放課後児童対策費について、ま

なび塾と重複しないのか。小中学校トイレ洋式化整備事業は、以

前の説明では国の補助が無く実施が難しいとのことであったが、

３１年度当初でもやはり国の補助はないのか。今後の整備計画は

あるのか。小中学校ＩＣＴ環境整備推進事業では、電子黒板と校

務システムの導入を行うとのことだが、ＩＣＴ化の進んだ西条市

にどの程度追い付くことができるのか。使用するためのプログラ

ムは含まれているのか。ＩＣＴ化には先生側のスキルアップも必

要と思われるが、その対策についてはどうか、この事業の中に先

生への研修等も含まれているのか。市民体育館空調設備整備事業

について、市民体育館はあと何年くらい使うのか。学校給食セン

ター建設事業については、どこを候補地として実施設計を行うの

か。 

フィールド６、自立協働では、三世代同居促進事業費について、

今年度の実績及び来年度の見込はどうか。何故、補助額を拡充し

たのか。地域づくり促進事業費について、一部校区をモデルケー

スに設定するのか。具体的にどういった事業を実施するのか。地

域ポイント制度導入事業費について、今まであったポイントをこ

の事業にまとめるということか。 

また、歳入については、固定資産税、都市計画税の伸びと、法

人市民税の減少の原因は何か。固定資産税のうち償却資産税は今

後も引き続き入ってくるのか。 

といった意見が出された。 

次に、議案第２５号から議案第２８号までの４件については、

平成３０年度補正予算である。 

今回の補正予算は、高齢者施設防災改修等支援事業の公共事業
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をはじめ、消防水利整備事業などの単独事業、中小企業振興対策

費などの施策費及び経常経費の過不足について、予算措置を行っ

ている。 

この結果、一般会計では、１億８,４９９万３千円の追加、補

正後の予算総額は５２３億７,３９６万６千円となり、対前年度

同期比は、１８億４,１７７万４千円、３.６％の増となっている。 

また、特別会計は、３特別会計の補正となっているが、公共下

水道事業特別会計は、繰越明許費の補正のみとなっている。 

２月補正予算（案）についての会派説明では、中小企業振興対

策費の補正について、当初予算に対して補正額が多いが、今年度

が特別多いのか。 

といった意見が出された。 

また、追加提出の議案として、国の補正予算に伴う事業費の追

加等について予算措置するため、平成３０年度新居浜市一般会計

補正予算（第６号）及び平成３０年度新居浜市公共下水道事業特

別会計補正予算（第４号）を予定している。 

 

水道局からは、予算議案２件について説明する。 

まず、議案第２２号、「平成３１年度新居浜市水道事業会計予

算」について、概要としては、資料「平成３１年度企業会計予算

概要」にあるように、１の「業務の予定量」は、給水戸数は前年

度比３９３戸増の５万５，３８３戸、年間給水量は、０．４％減

の１，３１９万３，５８５㎥、年間水道料金収入は、０．４％増

の１６億２４８万４千円を予定している。水道料金収入の増加要

因については、消費税増税によるものであり、実質的な収入であ

る税抜金額だと０．２％の減となっている。 

建設改良費は、前年度比２９．６％減の１１億７，２１１万３

千円を予定している。 

２の重点項目は、瑞応寺配水池耐震補強工事６，５００万円の

ほか、表に記載の配水管布設替工事等を予定している。 

次に、「平成３０・３１年度 企業会計予算対比表」の左側、

水道事業会計の「収益的収入及び支出」は、事業収益２０億１，

２７４万４千円に対し、事業費用は１７億４，３５７万３千円で、

収支差引は２億６，９１７万１千円の利益を見込んでおり、消費

税等を除外した予定損益計算書による純利益は１億８，７３９万

１千円となる見込みである。 
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環境部 

 

 

 

 

「資本的収入および支出」は、４億９，６８２万円の収入に対 

し、支出は１５億３，８２４万９千円で、差引不足額１０億４，

１４２万９千円を損益勘定留保資金等で補てんすることとして

いる。 

総合防災拠点施設建設に伴う水道局工事負担金、水道施設の耐

震対策及び老朽化対策の財源として、近年、企業債を活用した結

果、企業債残高が増加したことにより、企業債を抑制した予算編

成としており、水道施設の整備事業費の縮減を行うなど、厳しい

経営状況となっている。 

なお、水道施設の耐震対策、老朽化対策の財源を確保するため、

本年３月を目途に「新居浜市水道事業経営戦略」を策定予定であ

り、今後、この計画を基に、水道事業の基盤強化を進めていく。 

次に、議案第２３号、「平成３１年度新居浜市工業用水道事業

会計予算」について、概要としては、資料「平成３１年度企業会

計予算概要」にあるように、１の「業務の予定量」は、前年度と

同様に、住友企業３事業所への、年間１，６１２万３，６００㎥

としており、建設改良事業は、３８．９％減の１億２，９６７万

８千円を予定している。 

２の重点項目は、３０年度に完了した北新町配水管布設工事

(１億７，１７２万円)の延長となる新田町配水管布設工事５，６

００万円の管路耐震化対策を予定している。 

次に、「平成３０・３１年度 企業会計予算対比表」の右側、

工業用水道事業会計の「収益的収入及び支出」は、事業収益２億

６，８３４万９千円、事業費用２億５，３８３万２千円で、収支

差引は１，４５１万７千円の利益を見込んでおり、予定損益計算

書による純利益は１，２８３万６千円となる見込みである。 

「資本的収入及び支出」については、４，１２０万円の収入に

対し、支出は１億２，９６７万８千円で、差引不足額８，８４７

万８千円を、損益勘定留保資金等で補てんすることとしている。 

今後も現行の料金体制を維持しながら、国の補助金も活用し

て、引き続き施設の耐震化と安定した工業用水道の供給に努めて

いく。 

 

環境部からは予算議案１件と会派説明の結果について説明す

る。 

まず、議案第２４号「平成３１年度新居浜市公共下水道事業会

計予算」について、公共下水道事業が平成３１年度から地方公営

企業法を全部適用し、従来の公共下水道事業特別会計から公共下
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水道事業会計として水道局と統合し上下水道局において事業実

施する。 

移行に伴う資産調査の結果、公共下水道事業としての資産は、

総取得価格が約１,１４０億６,４９０万円、法適時残存価格が約

６３８億３,７３６万円となり、平成３１年度の減価償却費は約

２３億６,５８１万円を予定している。 

公営企業会計予算は、損益取引と資本取引に区分して編成さ

れ、３条予算 収益的収入・支出と４条予算 資本的収入・支出

に分けられることから、経済活動を表す第３条 収益的収入では

事業収益が下水道使用料など３９億６８１万６千円、収益的支出

では事業費用が処理場費、支払利息など３７億８，２４７万３千

円を予定し、収支差引は、１億２，４３４万３千円を見込んでい

る。 

次に、投資的経費等の第４条 資本的収入は、企業債、国庫

補助金など３６億１，５８２万７千円、資本的支出は、建設改

良費及び企業債償還金で４９億９，５３７万円を予定してい

る。 

資本的収支の１３億７，９５４万３千円の収入不足を内部留

保金（損益勘定留保資金等）で補てんすることとしており、収益

的支出と資本的支出を合わせた予算総額は、８７億７，７８４

万３千円となっている。 

なお、一般会計繰入金（青色着色部分）は、収益的収入に一般

会計負担金、一般会計補助金として、資本的収入に一般会計出資

金として計上し、合計額１８億６,４７９万円は特別会計ベース

での額と同額となっている。 

最後に、公共下水道事業特別会計が平成３１年３月３１日を

もって終了することに伴い、当該特別会計において発生した債

権及び債務に係る未収金２億３,２２５万９千円及び未払金２億

９，２０４万７千円を特例的収入及び支出として、公共下水道

事業に引き継ぐ。 

引き続き会派説明の結果について報告する。 

「平成３１年度公共下水道事業当初予算（案）について」、今

後一般会計の繰入金はどのように考えているのか。事業計画及び

全体計画区域の見直しについて、どのように考えているのか。下

水道事業の借金は、どれくらいでどこに計上されているのか。４

条資本的予算が１２億円の支出超過となっているが、これはどう
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市民部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なのか。水道との統合で合理化とは、何を合理化するのか。組織

機構の変更により新しい課ができる予定か、という質問があっ

た。 

 

市民部からは会派説明１件について報告する。 

「新居浜市国際交流協会設立について」は、協会の常勤職員は

市職員を配置するのか。財源として国際交流基金を繰り入れてい

るが、このままだと１０年経過すると基金が尽きてしまうが、そ

の後は一般財源を投入するのか。今まで国際交流に携わってきた

各団体があるが、各団体の同意は得られているのか。市の予算を

投入するからには成果が問われるが、協会設立にどのような成果

を期待しているのか。今回計上している予算の中には、協会設立

のオープニングイベントに係るものが含まれているのか、また、

毎年継続していく事業としてどれくらいの予算を確保するのか。

新居浜市でも協会を設立しようとなった理由は何か。現在の協働

オフィス事務局の体制との兼ね合いで、スペースは確保できるの

か。協会の運営はなぜ市直営ではなく、民営なのか。協会の業務

は協働オフィスが稼働している時間内となるのか。協会は外国人

の方々にも利用いただけるよう配慮を考えているのか、という質

疑があった。 

 

（２）市税の歳入見込みについて（総務部） 

市長 

 

 

総務部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、「市税の歳入見込みについて」、総務部から説明をお願い

する。 

 

まず、平成３０年度の決算見込み額についてであるが、収入額

ベースで、約１８６億６，６００万円。これは、平成２９年度決

算額約１９１億７，１００万円と比べて、約５億５００万円の減

となっている。 

その内訳については、まず、「個人市民税」が、約５７億２，０

００万円で、給与所得の増等により、前年度決算額より約６，２

００万円の増となっている。 

次に、「法人市民税」は、約１８億９００万円で、市内大手企業

の税割額の減少が大きく影響し、約３億９０００万円の減となっ

ている。   
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次に、「固定資産税」は、償却資産の減少の影響により、全体と

しては約８６億７，６００万円で、約１億６，７００万円の減と

なっている。 

次に、「都市計画税」についても、約１１億５，７００万円で、 

約１，３００万円の減となっている。 

次に、「軽自動車税」は、約３億６，８００万円で、約１，３

００万円の増となっている。 

次に、「市たばこ税」は、平成３０年４月に旧３級品、同年１

０月に一般品の税率が引き上げられたものの、喫煙者の減少から

前年度とほぼ同額の約８億８００万円である。 

次に、「入湯税」は、例年どおりで約５０万円である。 

次に、「滞納繰越分」は、約１億１，６００万円で約１，００

０万円の減となっている。 

なお、平成３０年度の当初財政計画額との比較では、合計で、

約３億６００万円の減となる見込みである。 

次に、平成３１年度の歳入見込みについてご説明する。 

愛媛県内の最近の経済情勢は、生産活動と個人消費は持ち直し

の動きが続いているとともに、雇用情勢は引き続き改善しており、 

全体としては、緩やかな景気回復が続いている。また、内閣府に

よる平成３１年度の経済見通しにおいては、「本年１０月に消費

税率の引上げが予定されている中、経済の回復基調が持続するよ

う臨時・特別の措置を講ずるなど、各種政策の効果もあいまって、

経済は雇用・所得環境の改善が続き、内需を中心とした堅調な景

気回復が見込まれる。」とされている。  

これらを考慮し、平成３１年度財政計画額は、調定額ベースで、

約２０２億２，９００万円で、前年度計画より約７億８，９００

万円の増を見込んでいる。収入額ベースでは、約１９７億７，２

００万円で、約８億円の増を見込んでいる。 

なお、これは、平成３０年度決算見込み額との比較では、収入

額で、約１１億６００万円の増となっている。 

次に、税目ごとに、平成３１年度歳入見込みについて、平成３

０年度決算見込み額と比較しながら説明する。 

まず、「個人市民税」は、配偶者の控除額を拡充する税制改正

等の影響により、平成３１年度の調定額は、約５７億５，２００

万円で、前年度より約１，３００万円の減、徴収率は、０．０２

ポイントアップの９９．２２％を見込み、収入額は、約５７億７
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００万円で、約１，３００万円の減を見込んでいる。 

次に、「法人市民税」は、経済見通し等を参考に、調定額は、

約２０億４，５００万円、申告課税のため、徴収率は９９．８５％

と高く、収入額は、約２０億４，２００万円で、約２億３，４０

０万円の増を見込んでいる。 

次に、「固定資産税」は、制度の大幅な見直しはなく、土地につ

いては、地価が継続して下落しており、平成３０年度の地価公示

では全用途の評価変動率がマイナス１．１％と下落したものの、

調定額は、約３０億３，２００万円、徴収率９９．０１％で、収

入額は、前年度とほぼ同額の約３０億２００万円を見込んでいる。 

家屋については、新増築、滅失家屋の調査結果により、調定額

は、約３３億６，２００万円、収入額では、約３３億２，９００

万円で、約１億円の増を見込んでいる。 

償却資産については、減価償却等による減少が、大きくは変わ

らないものの、住友関連企業等への調査の結果、大規模な設備投

資による増額が見込まれるため、調定額は、約３１億９，１００

万円、収入額は、約３１億５，９００万円で、約７億１，４００

万円の増を見込んでいる。 

次に、「都市計画税」は、公共下水道事業区域の変更により、調

定額は、約１２億２，５００万円、収入額は、約１２億１，３０

０万円で、前年度より約５，５００万円の増を見込んでいる。 

次に、「軽自動車税」は、原付等の課税台数は減少傾向にある

ものの、軽四自動車の台数の増加等により、調定額は、約３億８，

８００万円、徴収率は、前年度と同じ９７．０４％を見込み、収

入額は、約３億７，７００万円で、約９００万円の増を見込んで

いる。 

次に、「市たばこ税」は、喫煙者の減少から、売り上げ本数は

今後も減少が予想されるものの、平成３０年度に税率が引き上げ

られたことから、調定額・収入額ともに、約８億１，８００万円

で、約１，０００万円の増を見込んでいる。 

次に、「入湯税」は、変わらず５０万円程度見込んでいる。 

最後に、「滞納繰越分」については、調定額は、約４億４００

万円、徴収率２７．９１％で、収入額は、約１億１，３００万円

を見込んでいる。 

なお、各税目における徴収率は、過去の推移や景気動向、税目

の特性等を総合的に勘案し、設定した。 
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市長 

 

 

 

総務部長 

 

 

 

先ほどの説明に対し、何か質問等はないか。 

確認であるが、法人市民税が３０年度の決算見込みより１１６．

５４％増えているが、何かあるのか。 

 

３１年度の当初予算について、住友関連企業の個別の聞き取り

の結果の見込である。特に、鉱山が３０年度決算見込みに対して

３１年度の見込みが伸びていることが大きな要因である。 

 

 

 

３ 協議事項 

（１）新居浜市庁議規程について（企画部） 

市長 

 

 

 

企画部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本日の議題は以上である。 

次に、協議事項に移る。 

新居浜市庁議規程について、企画部から説明をお願いする。 

 

 新居浜市庁議規程について、意見をいただいたので説明する。 

 新居浜市庁議規程で定められているが、設置目的は、第１条で、

「当市行政執行の最高方針の決定に当たって重要事項を審議す

るため新居浜市庁議を置く」とされている。 

 会議は、第５条で、「庁議は、定例会及び臨時会とする。定例

会は、毎月１日、１５日に開催する」とある。しかしながら、現

在は、月１回程度の開催が定例となっている。 

 つきましては、庁議の開催について、現在のように月１回を基

本とするのか、規程どおり月２回とするのか、あるいは先に都市

間交流協定を結んだ大府市では毎週月曜日に庁議を開催してい

るとのことだったが、回数をもっと増やすのか、庁議の開催につ

いて協議をお願いする。 

 新年度新しい庁議メンバーで決定するという方法もあろうか

と思うが、現状を把握している現メンバーでの意見をいただきた

い。 

なお、現在の実施に沿ったものとして、月１回とすることにな

れば、庁議規程第５条第２項を「定例会は原則として毎月開催す

る」に見直したいと考えている。 
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市長 

 

建設部長 

 

 

 

 

 

 

企画部長 

 

 

市長 

 

 

 

 

監査委員事務局長 

 

 

市長 

 

 

 

 

 

 

企画部長 

 

 

 ただいまの説明について、何か質問等はないか。 

 

 新居浜市は、各部の事業は政策会議で多くは決まって、庁議で

議論していることはほとんどない。そういう意味では、庁議の開

催回数を増やすことは意味がない。例えば、今、政策会議でやっ

ていることを庁議で議論するのであれば回数を増やすこともい

いと思うが、その辺りの運営の方法で変わってくるので、何回開

催するかという議論はナンセンスではないかと思う。 

 

 大府市については、懸案事項の議論もあるが、毎週報告をする、

ということが中心で開催をしていると聞いている。 

 

 臨時庁議というものもあるので、政策会議のほうが柔軟に対応

できる。 

 そういう意味では、臨時があるのであれば、月一回でいいかと

思うがいかがか。 

 

 現実とかけ離れた規程となっているので、現実に沿ったものに

変更した方が良いと思い提案した。 

 

 庁議については、月一回は最低開催したいと思う。あとは臨時

会で対応することで良いように思う。それにあわせて、報告・連

絡・相談が庁内・部内全体で欠けている。情報の共有を徹底して

いただきたい。また、各部局間の調整ができていない。そのため

にも庁議は必要である。今のままで良いが、必要に応じて臨時会

で対応するようにしていただきたい。 

 

 それでは月一回ということで変更する。臨時会は残し、日にち

の指定はしないこととする。 

 

 

４ 連絡事項 

（１）平成３１年度施政方針（案）について（企画部） 

市長 本日の協議事項は以上である。 
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続いて連絡事項に移る。 

次に、平成３１年度施政方針（案）について、企画部から説明

をお願いする。 

 

平成３１年度施政方針（案）については、議会日程の都合から

本日中に総務課へ提出する必要がある。既に確認のお願いをして

いるが、今一度ご確認いただき、変更点があれば、本日１３時ま

でに紙ベースで修正し、総合政策課まで提出くださるようお願い

する。 

 

他に何か連絡事項等はないか。 

なければ、以上で第９回庁議を終わる。 

 


